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倶知安町宿泊税条例

平成30年12月13日

条例第21号

令和７年３月３日

条例第１号

令和７年６月23日

条例第23号

（宿泊税）

第１条 世界に誇れるリゾート地として発展していくことを目指し、地域の魅力を高め

るとともに、観光の振興を図る施策に要する費用及び第11条の２第１項に規定する納

入に要する費用に充てるため、地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という。）

第５条第７項の規定に基づき、宿泊税を課する。

（用語）

第２条 この条例において使用する用語は、法及び倶知安町税条例（昭和25年倶知安町

条例第13号。以下「税条例」という。）において使用する用語の例による。

（納税義務者等）

第３条 宿泊税は、旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の許可を受けて行う

同法第２条第２項に規定する旅館・ホテル営業若しくは同条第３項に規定する簡易宿

所営業（以下「旅館業」という。）に係る施設又は住宅宿泊事業法（平成29年法律第

65号）第３条第１項の届出をして営む同法第２条第３項に規定する住宅宿泊事業（以

下「住宅宿泊事業」という。）に係る住宅（以下これらを「宿泊施設」という。）に

おいて、宿泊料金（宿泊（寝具を使用して宿泊施設を利用することをいう。以下同じ。）

の対価として支払うべき金額であって規則で定めるものをいう。以下同じ。）を受け

て行われる宿泊に対し、宿泊者に課する。

（賦課徴収）

第４条 宿泊税の賦課徴収については、法令又はこの条例に定めるもののほか、税条例

の定めるところによる。

（課税免除）

第５条 次に掲げる者に対しては、宿泊税を課さない。

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（大学を除く。）の幼

児、児童、生徒及び学生で、当該学校が主催する修学旅行その他規則で定める学校

行事に参加しているもの

(2) 次に掲げる施設が主催する行事（当該施設全体又は３月31日における年齢で区分

した集団ごとで実施されるものに限る。）に参加している満３歳以上の幼児

ア 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成18年法律第77号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園
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イ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の３第９項に規定する家庭的保育事

業、同条第10項に規定する小規模保育事業、同条第11項に規定する居宅訪問型保

育事業及び同条第12項に規定する事業所内保育事業を行う施設並びに同法第39条

第１項に規定する保育所並びに同法第59条の２の規定による届出をした認可外保

育施設

(3) 前２号に規定する修学旅行その他学校行事又は行事の引率者

（課税標準）

第６条 宿泊税の課税標準は、次の各号に掲げる宿泊料金の計算方法の区分に応じ、当

該各号に定める宿泊料金とし、100円未満の端数は切り捨てるものとする。

(1) １人当たりごとに宿泊料金を計算する場合 １人の宿泊料金

(2) １部屋当たりごとに宿泊料金を計算する場合 １部屋の宿泊料金

(3) １棟当たりごとに宿泊料金を計算する場合 １棟の宿泊料金

（税率）

第７条 宿泊税の税率は、100分の３とする。

(税額控除)

第７条の２ 宿泊税の納税義務者の前２条の規定を適用した場合における宿泊税の額か

ら、次の各号に掲げる宿泊者１人１泊についての宿泊料金の区分に応じ、当該各号に

定める金額を控除するものとする。

(1) ２万円未満のもの 100円

(2) ２万円以上５万円未満のもの 200円

(3) ５万円以上のもの 500円

（徴収の方法）

第８条 宿泊税の徴収は、特別徴収の方法による。

（特別徴収義務者）

第９条 宿泊税の特別徴収義務者（以下「特別徴収義務者」という。）は、旅館業又は

住宅宿泊事業を営む者とする。

２ 町長が必要と認める場合は、前項の規定にかかわらず、宿泊税の徴収について便宜

を有する者を特別徴収義務者に指定し、当該宿泊税を徴収させることができる。

３ 前各項の特別徴収義務者は、宿泊施設における宿泊者が納付すべき宿泊税を徴収し

なければならない。

（特別徴収義務者としての登録等）

第１０条 前条第１項に規定する特別徴収義務者は宿泊施設の経営を開始しようとする

日前５日までに、同条第２項の規定により指定を受けた特別徴収義務者は指定を受け

た日から10日以内に、宿泊施設ごとに、当該宿泊施設における特別徴収義務者として

の登録の申請をしなければならない。
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２ 町長は、前項の登録の申請を受理したときは、当該特別徴収義務者を登録特別徴収

義務者として登録するとともに、その旨を当該特別徴収義務者に対し通知しなければ

ならない。

３ 前項の規定による通知を受けた特別徴収義務者は、その登録事項に変更が生じたと

きは、遅滞なく、登録事項の変更の申請をしなければならない。

（申告納入）

第１１条 特別徴収義務者は、毎月末日までに、前月の初日から末日までの間において

徴収すべき宿泊税に係る宿泊料金の総額、宿泊税額その他町長が必要と認める事項を

記載した納入申告書を町長に提出するとともに、その納入金を納入しなければならな

い。

２ 特別徴収義務者が、申告納入すべき宿泊税額が規則で定める金額以下であることそ

の他規則で定める要件に該当するものとして規則で定めるところにより町長が指定し

た者である場合には、前項の規定によって次の表の左欄に掲げる月に提出すべき納入

申告書の提出期限及び納入期限は、同項の規定にかかわらず、同欄に掲げる区分に応

じ、同表の右欄に掲げる月に提出すべき納入申告書の提出期限及び納入期限と同一の

期限とする。

３ 町長は、前項の規定による指定をした特別徴収義務者について同項に規定する要件

に該当しなくなったと認めるときは、同項の規定による指定を取り消すことができる。

（特別徴収義務者のための納入）

第１１条の２ 町は、第７条の２の規定により控除されるべき金額で同条の規定による

宿泊税の額の計算上控除することができなかった金額があるときは、当該宿泊税の納

税義務者が北海道宿泊税条例（令和６年北海道条例第83号）第３条の規定により課さ

れる税の額のうちその控除することができなかった金額に相当する金額を、法第20条

の６第１項の規定により当該宿泊税に係る北海道宿泊税条例第７条第１項に規定する

特別徴収義務者のために納入するものとする。

２ 前項の規定による納入が行われた場合において、町長は、当該納入により同項に規

定する特別徴収義務者に対して生じる債権を放棄する。

（徴収不能額等の還付又は納入義務の免除）

第１２条 町長は、特別徴収義務者が宿泊料金及び宿泊税の全部又は一部を受け取るこ

とができなくなったことについて正当な理由があると認める場合又は徴収した宿泊税

額を失ったことについて天災その他避けることのできない理由があるものと認める場

１月及び２月 ３月

４月及び５月 ６月

７月及び８月 ９月

10月及び11月 12月
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合においては、当該特別徴収義務者の申請により、その宿泊税額が既に納入されてい

るときはこれに相当する額を還付し、その宿泊税額がまだ納入されていないときはそ

の納入の義務を免除するものとする。

２ 町長は、前項の規定により宿泊税額に相当する額を還付する場合において、還付を

受ける特別徴収義務者の未納に係る徴収金があるときは、当該還付すべき額をこれに

充当することができる。

３ 町長は、第１項の規定による申請を受理した場合においては、同項又は前項に規定

する措置をとるかどうかについて、その申請を受理した日から60日以内に特別徴収義

務者に通知しなければならない。

（更正又は決定の通知等）

第１３条 町長は、法第733条の16の規定により宿泊税に係る更正又は決定をした場合

は、直ちにその旨を記載した通知書を発する。

２ 更正による納入金額の不足額又は決定による納入金額がある場合においては、前項

の通知書に指定すべき納期限は、当該通知書を発した日から１月を経過した日とする。

（不足金額に係る延滞金の減免）

第１４条 町長は、特別徴収義務者が法第733条の16の規定による更正又は決定を受け

たことについてやむを得ない理由があると認める場合においては、法第733条の17第

２項に規定する延滞金を減額し、又は免除することができる。

２ 前項の規定により延滞金の減額又は免除を受けようとする者は、当該更正又は決定

に係る通知書に指定された納期限までに、その理由を証明する書類を添付した申請書

を町長に提出しなければならない。

（納入金に係る過少申告加算金額等の決定の通知等）

第１５条 町長は、法第733条の18第１項の規定により徴収すべき過少申告加算金額、同

条第３項の規定により徴収すべき不申告加算金額又は法第733条の19第１項若しくは

第２項の規定により徴収すべき重加算金額を決定した場合は、直ちにその旨を記載し

た通知書を発する。

２ 前項の通知書に指定すべき納期限は、当該通知書を発した日から１月を経過した日

とする。

（納税管理人）

第１６条 特別徴収義務者が町内に住所、居所、事務所又は事業所を有しない場合にお

いては、特別徴収義務者は、町内に住所、居所、事務所若しくは事業所を有する者（個

人にあっては、独立の生計を営む者に限る。）のうちから納税管理人を定め、これを

定める必要が生じた日から10日以内に納税管理人申告書を町長に提出し、又は町外に

住所、居所、事務所若しくは事業所を有する者（個人にあっては、独立の生計を営む

者に限る。）のうち納入に関する一切の事項の処理につき便宜を有する者を納税管理

人として定めることについて、これを定める必要が生じた日から10日以内に納税管理
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人承認申請書を町長に提出してその承認を受けなければならない。納税管理人を変更

し、又は変更しようとする場合その他納税管理人申告書又は納税管理人承認申請書に

記載した事項に異動を生じた場合においても、また同様とし、その提出期限は、その

異動を生じた日から10日を経過した日とする。

２ 前項の規定にかかわらず、特別徴収義務者は、特別徴収義務者に係る宿泊税の徴収

の確保に支障がないことについて町長に申請書を提出してその認定を受けたときは、

納税管理人を定めることを要しない。この場合において、当該申請書に記載した事項

に異動を生じたときは、その異動を生じた日から10日以内にその旨を町長に届け出な

ければならない。

（特別徴収義務者の帳簿の記載義務等）

第１７条 特別徴収義務者は、宿泊施設ごとに帳簿を備え、次に掲げる事項を記載し、

かつ、当該帳簿を当該帳簿の使用が終わった日の属する月の末日の翌日から３月を経

過した日から５年間保存しなければならない。

(1) 宿泊年月日、宿泊者数、宿泊者が宿泊に関し支払うべき金額、宿泊料金及び宿泊

税額

(2) 前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項

２ 特別徴収義務者は、次に掲げる書類を作成し、かつ、当該書類を当該宿泊が行われ

た日の属する月の末日の翌日から３月を経過した日から２年間保存しなければならな

い。

(1) 宿泊の際に作成される売上伝票その他の書類で、宿泊年月日、宿泊者数、宿泊者

が宿泊に関し支払うべき金額、宿泊料金及び宿泊税額が記載されているもの

(2) 前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類

（規則への委任）

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。

（納税管理人に係る不申告に関する過料）

第１９条 第16条第２項の認定を受けていない特別徴収義務者で同条第１項の承認を受

けていない者が同項の規定によって申告すべき納税管理人について正当な理由がなく

て申告しなかった場合においては、その者に対し、10万円以下の過料を科する。

２ 前項の過料の額は、情状により、町長が定める。

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期限は、そ

の発付の日から10日以内とする。

（帳簿の記載義務違反等に関する罪）

第２０条 次の各号のいずれかに該当する者は、３万円以下の罰金刑を科する。

(1) 第17条第１項の規定によって帳簿に記載すべき事項について正当な事由がなくて

記載をせず、若しくは虚偽の記載をした者又は同項の帳簿を隠匿した者
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(2) 第17条第１項の規定に違反して同項の帳簿を５年間保存しなかった者

(3) 第17条第２項の規定によって作成すべき書類について正当な事由がなくて作成を

せず、若しくは虚偽の書類を作成した者又は同項の書類を隠匿した者

(4) 第17条第２項の規定に違反して同項の書類を２年間保存しなかった者

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関して前項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、

その法人又は人に対し、同項の罰金刑を科する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項及び附則第４項の規定は、

公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 特別徴収義務者の指定、納税管理人に係る承認その他宿泊税を徴収するために必要

な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。

（適用区分）

３ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後における宿泊（施

行日の前日から施行日にかけて行われる宿泊を除く。）に対して課すべき宿泊税につ

いて適用する。

（経過措置）

４ この条例の公布の日において現に旅館業若しくは住宅宿泊事業を営んでいる者又は

同日から施行日までの間において旅館業若しくは住宅宿泊事業を営もうとする者は、

第10条第１項の規定にかかわらず、施行日前５日までに、同項の規定より特別徴収義

務者としての登録の申請をしなければならない。

（検討）

５ 町長は、この条例の施行後５年ごとに、条例の施行状況、社会経済情勢の推移等を

勘案し、この条例について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。

附 則

(施行期日)

１ この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、次項及び附則第４項の規定は、

公布の日から施行する。

(令和元年規則第13号で令和元年11月１日から施行)

(準備行為)

２ 特別徴収義務者の指定、納税管理人に係る承認その他宿泊税を徴収するために必要

な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。

(適用区分)
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３ この条例は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後における宿泊(施行

日の前日から施行日にかけて行われる宿泊を除く。)に対して課すべき宿泊税につい

て適用する。

(経過措置)

４ この条例の公布の日において現に旅館業若しくは住宅宿泊事業を営んでいる者又は

同日から施行日までの間において旅館業若しくは住宅宿泊事業を営もうとする者は、

第10条第１項の規定にかかわらず、施行日前５日までに、同項の規定より特別徴収義

務者としての登録の申請をしなければならない。

(徴収の方法の特例)

５ 北海道が町内の宿泊施設において宿泊料金を受けて行われる宿泊に対して課する税

（以下「道宿泊税」という。）がある場合は、法第20条の３第１項ただし書の規定に

基づき、道宿泊税に係る賦課徴収を宿泊税の賦課徴収と併せて行うものとする。

(道宿泊税に係る督促、滞納処分等)

６ 町長は、道宿泊税について、宿泊税と併せて督促状を発し、滞納処分をし、及び交

付要求をするものとする。

（道宿泊税の税率変更に伴う所要の修正）

７ 第７条の２の規定については、道宿泊税の税率が変更された場合には、所要の修正

を加えるものとする。

(検討)

８ 町長は、この条例の施行後5年ごとに、条例の施行状況、社会経済情勢の推移等を勘

案し、この条例について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、規則で定める日から施行する。

（経過措置）

２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後における宿泊（施

行日の前日から施行日にかけて行われる宿泊を除く。）に対して課すべき宿泊税につ

いて適用し、施行日前までの宿泊に対して課すべき宿泊税については、なお従前の例

による。


